
グループホーム温泉保養館おおゆ運営規程

(事業の目的)

第 1条 医療法人楽山会が開設するグループホーム温泉保養館おおゆ (以下 「事業所」と

い う。)が行 う指定認知症対応型共同生活介護事業 (以下 「事業」という。)の円滑な運

営を図るために、人員及び管理運営に関する事項を定め、指定認知症対応型共同生活介

護の提供にあたる従事者 (以下 「従事者」とい う。)が、比較的安定状態にある認知症

の要介護者に対し、適正な認知症対応型共同生活介護を提供することを目的とする。

(運営の方針)

第 2条 認知症対応型共同生活介護は、要介護者であって認知症であるもの (当 該認知症

に伴つて著 しい精神症状を呈する者及び当該認知症に伴つて著 しい行動異常がある者並

びにその者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。)に対 し、認知症

対応型共同生活介護計画にもとづき、共同生活住居において利用者の認知症の症状の進

行を緩和 し、利用者の心身の状況を踏まえ、利用者一人一人の人格を尊重 し、利用者が

それぞれの役割を持って家庭的な環境 と地域住民との交流の下で 日常生活を送ることが

できるよう行 うものとする。また利用者の家族に代わる暮 らしの場と介護サービスを提

供することで利用者の家族の身体面 。精ネ申面 。社会面の負担の軽減を図るものとする。

2 事業の実施にあたつては、関係市町村、地域の保健 。医療・福祉サービス、地域包括

支援センターとの密接な連携を図 り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。

3 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行 うとと

もに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるものとする。

(事業所の名称等)

第 3条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。

(1)名 称  医療法人楽山会グループホーム温泉保養館おおゆ

(2)所在地  秋田県鹿角市十和田大湯宇サ|1原 ノ湯 9番地 3

(従事者の職種、員数及び職務内容 )

第 4条 事業所に勤務する従事者の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。

(1)管理者  1名 (計画作成担当者及び介護職員 と兼務 )

管理者は、従事者の管理及び業務の管理を一元的に行 う。

(2)計画作成担婆者  1名以上 (う ち 1名 は管理者及び介護職員 と兼務 )

認知症対応型共同生活介護計画の作成と連携する関係機関との連絡、調整を行 う。

(3)介護職員 8名以上 (う ち 1名 は管理者及び計画作成担碧者 と兼務)

認知症対応型共同生活介護計画に基づいた指定認知症対応型共同生活介護業務に



あたる。

(入居定員及び居室数)

第 5条 事業所の入居定員は、 9名 とする。

2 事業所の居室数は、 9室 とする。

(指定認知症対応型共同生活介護の内容 )

第 6条 指定認知症対応型共同生活介護の内容は次のとお りとする。

(1)身体の介護

(2)日 常動作訓練

(3)日 常生活上の相談・助言

(4)入浴サービス

(5)食事サービス

(6)口 腔衛生・栄養の支援

(7)地域活動への参加の機会の提供

(8)その他利用者に対する便宜の提

(認知症対応型共同生活介護計画の作成)

第 7条 管理者は、計画作成担当者に認知症対応型共同生活介護計画の作成に関する業務

を担当させるものとする。

2 認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、地域における活動への参加の機

会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければならない。

3 計画作成担当者は、利用者の心身の状況や希望 。環境を踏まえて、介護従業者と協議

の上、援助の目標、当該 目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載 した認

知症封応翠碁口字
活介護計画を作成するものとする。

4 計画作成担当者は●誌知定対応型共同生活介護計画の作成にあたつては、その内容に

ついて翻阿者又はその家族に対 して説明し、利用者の同意を得るとともに、利用者に交

付するものとする。

5 計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画作成後においても、当該認知症対

応型共同生活介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応 じて当該認知症対応型共同生

活介護計画の変更を行 うものとする。

6 第 2項から第 4項までの規定は、前項に規定する認知症尉応型共同生活介護計画の変

更について準用する。



に説明をした上で、当該サー ビス利用料金を相当な額に変更することができるものとす

る。

(サービス従業者の義務)

第 11条 サービスの提供に当たつて、利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮す

るものとする。

2 利用者の体調・健康状態からみて必要な場合には、施設看護職員と連携 し、利用者か

らの聴取・確認の上でサービスを実施するものとする。

3 利用者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30日 前までに、要介護認定の

更新の申請の援助を行 うものとする。

(身体拘束について)

第 12条 指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たつては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束やその他

利用者の行動を制限する行為 (以下 「身体拘束」という。)を行わない。やむを得ず身

体拘束を行 う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを

得なかつた理由を記録するものとする。

2 事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次に揚げる措置を講 じる。

(1)身体拘束等の適正化のための封策を検討する委員会を 3月 に 1回以上開催

その結果について、介護職員その他の従業者に周次‐日徹底を図る

(2)身体拘束等の適正化のための指針の整備

(3)介護職員その他の従業者に対 し、身体拘束等の適正化のための研修の実施

(虐待防止に関する事項)

第 13条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の

措置を講ずるものとする。

(1)虐待の防止のための対策を検討する委員会の開催等

(2)虐待の防止のための指針の整備

(3)虐待の防止のための従業者に対する研修の実施、委員会の周知の徹底

(4)虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者の設置

2 事業所は、指定認知症対応型共同生活介護の提供中に、従業者又は養護者 (利用者の

家族等高齢者を現に養護する者)に よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合

は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。



(短期利用共同生活介護 )

第 8条 事業者は、共同生活住居の定員の範囲で、空いている居室を利用し、短期間の

指定認知症対応型共同生活介護 (以下 「短期利用共同生活介護」という。)を提供する。

2 短期利用共同生活介護の定員は 1名 とする。

3 短期利用共同生活介護の利用は、予め 30日 以内の利用期間を定めたものとする。

4 短期利用共同生活介護の利用に当たつては、利用者を担当する居宅介護支援専門員が

作成する居宅サービス計画の内容に沿い、事業所の計画作成担当者が認知症対応型共同

生活介護計画を作成することとし、当該認知症対応型共同生活介護計画に従いサービス

を提供する。

5 入居者が入院等のために、長期にわたり不在となる場合は、入居者及び家族の同意を

得て、短期利用共同生活介護の居住に利用することがある。なお、この期間の家賃等の

経費については入居者ではなく、短期利用共同生活介護の利用者が負担するものとする。

6 短期利用共同生活介護の利用者の入退去に際しては、利用者を担当する居宅介護支援

専門員と連携を図ることとする。

(利用料等)

第 9条 指定認知症対応型共同生活介護を提供 した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が

定める基準によるものとし、当該指定認知症対応型共同生活介護が法定代理受領サービ

スであるときは、その 1割の額 とする。

2 法定代理受領サービスに該当しない次のサービスを提供 した場合は、その利用料の支

払いを受けるものとする。

(1)家 賃

(2)食 費

(3)水 道光熱・共益費

(4)理 美容代

(5)お むつ代

(6)行事参加費 (小旅行等)

3 事業所は、前項の費用の額に係るサービスの提供にあたつては、あらかじめ、利用者

又はその家族に対 し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者又はそ

の家族の同意を得るものとする。

(利用料の変更)

第 10条 事業所は、介護給付対象サービスの利用料金について、介護給付費体系の変更

があった場合、当該サービスの利用料金を変更する事ができるものとする。

2 事業所は、介護保険給付対象外サービスの利用料金について、経済状況の著しい変化

その他ややむを得ない事由がある場合、利用者に対 して、変更を行 う日の 2ヵ 月前まで



2 事業所は、従業者に対 し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するものとする。

3 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応 じて業務継続計画の変更

を行 うものとする。

(守秘義務)

第 20条 事業所の従事者は、正当な理由がない限り、利用者に射する介護サービスの提

供に際して知 り得た利用者、利用者の家族及び身元引受人の秘密を漏 らしません。

2 事業所は、事業所の従事者が退職後、就業中に業務上知 り得た利用者、利用者の家族

及び身元引受人の秘密を正当な理由なく漏 らすことがないよう配慮 します。

3 事業所の従事者は、サービス担当者会議等において、利用者及び利用者の家族から予

め同意を得ない限り、利用者及び利用者の家族の個人情報を用いません。

(苦情処理 )

第 21条 提供 した指定認知症対応型共同生活介護に対する利用者からの苦情に迅速かつ

適切に対応するため、相談窓日の設置など、必要な措置を講ずるものとする。

2 事業所は、自ら提供 した指定認知症対応型共同生活介護に関して、市町村が行 う文書

等の提出や提示の求め又は当該市町村からの質問や照会に応 じるほか、利用者からの苦

情に関して市町村が行 う調査にも協力するものとする。また、市町村から指導又は助言

を受けた場合は、それに従つて必要な改善を行 うものとする。

3 指定認知症対応型共同生活介護に対する利用者からの苦情に関して、国民健康保険団

体連合会が行 う調査には協力するものとする。また、自ら提供 した指定認知症対応型共

同生活介護に対 して国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、それに

従つて必要な改善を行 うものとする。

(サービスの評価 )

第 22条 事業所は、自ら提供するサービスの質の評価 (自 己評価)を行い、さらに定期

的に者焉道府県が選定した評価機関による評価 (外部評価)を うけて、常にサービスの改

善を図るものとする。

2 事業所は、外部評価結果 と自己評価結果を対比して両者の異同を考案 し、外部評価結

果をふまえて総括的な評価を行 うものとする。

3 事業所は、自己評価を少なくとも年 2回実施 し、評価の記録を 2年間保存するととも

に、外部評価結果と併せて利用申込者や家族に対 して、重要事項を記 した文書に添付 し

て説明し、事業所内に掲示するほか入居者の家族に送付 し開示するものとする。



(協力医療機関等)

第 14条 事業所は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を

定めておくものとする。

2 事業所は、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に揚げる要件

を満たす協力医療機関を定めるよう努めるものとする。

(1)利用者の病状が急変 した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行 う体

制を常時確保 していること。

(2)事業所から診療の求めがあった場合において、診療を行 う体制を常時確保 してい

ること。

3 事業所は、1年に 1回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変 した場合等

の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市町村に届け出るものとする。

4 事業所は、感染症の予防及び感染症の患者に対 して医療に関する法律 (平成 10年法

律第 114号 )第 6条第 17項に規定する第二種協定指定医療機関 (事項において「第

二種指定医療機関」とい う。)と の間で、新興感染症 (同条第 7項に規定する新型イン

フルエンザ等感染症、同条第 8項に規定する指定感染症又は同条第 9項に規定する新興

感染症をいう。事項において同じ。)の発生時等の対応を敢 り決めるよう努めるものと

づ
~る

。

5 事業所は、協力医療機関が第二種指定医療機関である場合においては、当該第二種協

定締結指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行 うことと

する。

6 事業所は、利用者が協力医療機関に入院した後に、碧該利用者の病状が軽快 し、退院

が可能となった場合においては、再び施設に速やかに入居 させることができるよう努め

るものとする。

7 事業所は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならないも

のとする。

(地域との連携)

第 15条 認知症対応型共同生活介護の提供にあたつては、利用者、利用者の家族、事業

所が所在する市町村の職員又は当該事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援セン

ターの職員、地域住民の代表者等により構成される協議会 (運営推進会議)を設置 し、

おおむね 2月 に 1回以上、運営推進会議に対 し活動状況を報告 し、運営推進会議による

評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聞く機会を設けなけれ

ばならない。

2 事業者は、報告、評価、要望、助言等について記録を作成するとともに、それを公表

するものとする。

3 事業者は、その事業の運営にあたっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携



及び協力を行 う等の地域 との交流を図らなければならないものとする。

4 事業者は、その事業の運営にあたつては、提供 した指定認知症対応型共同生活介護に

関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行 う事業そ

の他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。

(サービス利用にあたっての留意事項)

第 16条 利用者は指定認知症尉応型共同生活介護の提供を受ける際には、次の事項に留

意することとする。

(1)サービスの利用にあたっては、医師の診断や 日常生活上の留意事項、利用当日の

健康状態について従事者に連絡し、心身の状態に応 じたサービスの提供を受けるよ

う留意する。

(2)利用者は、本サー ビスの提供に使用する施設及び施設以外の物の使用について

は、従事者の指示に従 うこととする。

(緊急時の対応方法)

第 17条 認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対応型共同生活介護の提供を

行つているときに利用者に病状の急変が生 じた場合には、速やかに主治医の医師又はあ

らかじめ当該指定認知症対応型共同生活介護事業所が定めた協力医療機関への連絡を行

う等の必要な措置を講 じなければならない。

(非常災害対策)

第 18条 事業所における非常災害対策は次のとお りとする。

(1)非常災害に際して必要な消火設備、その他の設備を設ける。

(2)消防業務については、防火管理者及び火気取扱責任者を置く。

(3)火災及び風災害、地震等の災害に対処するための具体的計画を策定する。

(4)具体的計画に基づいた、避難、誘導、救出訓練を年 2回実施する。

(5)具体的計画は、消防署などの関係機関と連携 し、随時適切なものとする。

(6)非常災害時の関係機関への通報体制を整備 し、定期的に職員に通知する。

2 事業所は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう

連携に努めるモ)の とする。

(業務継続計画の策定等)

第 19条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定認知共同

生活介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画 (以 下 「業務継続計画」という。)を策定 し、当該業務継続計画に従い必要

な措置を講ずるモ)の とする。



(事故発生時の対応 )

第 23条 利用者に対する指定認知症対応型共同生活介護の提供により事故が発生した場

合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡するとともに、必要な措置を講ずるも

のとする。

2 利用者に対する指定認知症対応型共同生活介護の提供により賠償すべき事故が発生し

た場合には、損害賠償を速やかに行 うものとする。ただし、事業所の責に帰すべからざ

る事由による場合は、この限りではない。

(衛生管理及び従事者の健康管理)

第24条 事業所は、認知症対応型共同生活介護に使用する用備品を清潔に保持 し、定期

的な消毒を施す等、常に衛生管理に注意 し、感染防止に努めるものとする。

2 感染対策委員会を設置 し、一月に1回程度定期的に委員会を開催 し職員に周知徹底す

ると共に、指針を策定し感染防止のための研修や訓練を定期的に実施する。

3 事業所は、従事者に対 し感染症等に関する基礎知識の習得に努めるとともに、年 1回

以上の健康診断を受診させるものとする。

(会計の区分)

第 25条 事業所ごとに経理を区分するとともに、指定認知症対応型共同生活介護の会計

とその他事業の会計を区分するものとする。

(記録の整備)

第 26条 事業所は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備するものとする。

2 利用者に対する指定認知症対応型共同生活介護の提供に関する記録を整備するととも

に、完結の日から5年間保存するものとする。

(勤務体制の確保等)

第 27条 事業所は、利用者に対 し適切な指定認知症姑応型共同生活介護を提供できるよ

う、従事者の勤務の体制を定めるものとする。

2 事業所は、従事者の資質の向上を図るための研修の機会を確保するものとする。

採用時研修  採用後 lヶ 月以内

継続研修   年 2回

3 事業所は、すべての指定認知症対応型共同生活介護従業者に対し、認知症介護に係る

基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講 じるものとする。また、従業者の資質

向上のために研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務の執行体制について

も検証、整備する。

4 事業所は、適 L‐刀な指定認知症対応型共同生活介護の提供を確保する観点から、職場に



おいて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であつて、業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講 じるものとする。

(そ の他 )

第 28条 この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は医療法人楽山会理事長

と事業所の館長との協議に基づいて定める。

附 則

この規程は、

一部改定

一部改定

一部改定

一部改定

一部改定

一部改定

一部改定

一部改定

一部改定

一部改定

6年 4月

8年 4月

1年 4月

2年 4月

3年 9月

6年 4月

1年 3月

2年 4月

4年 4月

5年 4月

6年 4月

日よ り施行 す る。

日

口

日

日

日

日

日

日

日

日

平成 1

平成 1

平成 2

平成 2

平成 2

平成 2

平成 3

令不日0

令 和 0

令 和 0

令 不日0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1


